
 

千葉市監査委員告示第１０号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、監査の結果

に基づき講じた措置について、別添のとおり千葉市長から通知がありましたので、公表し

ます。 

 

    令和５年１１月１日 

 

千葉市監査委員   宍 倉 輝 雄 

同        宮 原 清 貴 

同         米 持 克 彦 

同        白 鳥   誠 



 
５千総総第７９９号 

令和５年１０月１８日 

 

 千葉市監査委員 宍 倉 輝 雄 

 同       宮 原 清 貴 

 同       米 持 克 彦 

 同       白 鳥   誠 

 

千葉市長 神 谷 俊 一   

 

 

監査の結果に基づき講じた措置について（通知） 

 

 

 平成３１年度監査報告第１０号、令和２年度監査報告第８号及び第１０号、令和３年度監

査報告第９号及び第１１号並びに令和４年度監査報告第９号及び第１１号により報告のあっ

た監査の結果に基づき講じた措置について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９

９条第１４項の規定により別紙のとおり通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 総務局総務部総務課 似田 

電話 ４０１３ 

様 



 

 

報告書番号 ３１監査報告第１０号 

監査の種類 事務事業定期監査（行政監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

２（３）教職員の研修に係る経費を明確化し、

適切に公費負担すべきもの（教育委員

会） 

教育委員会では、小・中・特別支援学

校の教職員が各種研修に参加する際の

旅費（交通費、宿泊費、日当等）を、研

修事業費ではなく、各学校に配付した

学校管理費から支出している。また、研

修参加に係る負担金は、一部を除いて

予算化されていない。 

    このことから、次のような問題が生

じている。 

    ① 外部の団体が主催する視察研修

に係る旅費を各学校に配付した学

校管理費から支出しているが、研

修内容の確認が十分ではないと思

われる事例があった。 

 ② 教育センターが主催し、少年自

然の家等で実施する現地研修等に

ついて、バス借上料等の使用料は

教育センターの研修事業費で支出

し、旅費は各学校に配付した学校

管理費で支出していることから、

当該研修に係る経費の総額が明確

とはいえない事例があった。 

    ③ 公費負担すべき研修が明確にさ

れていないため、旅費のみ公費負

担し、参加負担金は教職員の自費

により対応している事例が散見さ

れた。 

    教職員の研修は、資質能力向上のた

め不可欠なものであり、限られた財源

で、より効果的に実施し、充実を図る必

要がある。 

 教育委員会事務局においては、教職

員の研修に係る経費を明確化するとと

もに、公費負担が妥当なものかどうか

を精査し、適切な公費負担を行われた

い。 

 

 

 

 

 小・中・特別支援学校の教職員が公費負担

により参加する研修については、令和２年７

月１７日付けで、教育総務部長から各学校長

に対して通知し、明確化した。 

また、研修参加に係る経費については、旅

費は令和３年度から、負担金は令和４年度か

ら教育センターが研修事業費として予算化

した。 

なお、外部の団体が主催する視察研修につ

いては、令和４年度から教育指導課長が研修

内容の確認を行っている。 

 

 

 

 

 

 



 

 

３（１）小・中・特別支援学校における学校徴

収金の支出を適正に行うべきもの（教

育委員会） 

    小・中・特別支援学校における学校

徴収金については、千葉市立小学校・中

学校及び特別支援学校における学校徴

収金の管理及び事務取扱に関する要綱

（以下「学校徴収金要綱」という。）及

び「学校徴収金の管理及び事務取扱に

関する要綱」マニュアル（以下、「学校

徴収金マニュアル」という。）において、

以下のとおり定めている。 

    ① 学校徴収金とは、「公費（市費）

     外の経費で、学校教育活動上必要 

な教材等に関して、児童生徒の所 

有に係るものや教育活動の結果、 

直接的に児童生徒に還元されるも 

のに係る経費で、学校が、保護者等 

から徴収する経費」である。 

    ② 教材や実習材料等の購入に当た 

っては、本来公費で執行すべきも 

のを安易に徴収金で執行していな 

いか点検し、公費で執行できるも 

のは公費で執行する。 

    しかしながら、デジタルカメラやパ

ソコン用品等の学校備品等の購入費

や、教職員の出張費用、学校行事に係る

会場使用料等、本来公費で支出すべき

経費が学校徴収金から支出されている

等、不適切と思われる事例が複数の学

校で散見された。 

    学校においては、学校徴収金要綱・

マニュアルに基づき、学校徴収金の支

出を適正に行われたい。 

教育委員会事務局においては、早急 

に学校における学校徴収金の支出の実

態を把握した上で、公費により支出す

べき経費と学校徴収金により支出すべ

き経費を適切に区分し、具体例をもっ

て学校に示されたい。 

 

 

 

学校徴収金の適正な支出については、学事

課長から各学校長に対して、学校徴収金要

綱・マニュアルに基づき、適正に行うよう通

知を行い、所属職員に対し周知徹底し、令和

４年４月１日から適正な運用を行っている。 

また、公費により支出すべき経費と学校徴

収金により支出すべき経費の区分について

は、統一的な基準の整理及び具体的な区分表

の作成を行い、令和５年５月３１日付けで、

総務課長及び学事課長から各学校長に対し

通知し、適正な運用に取り組んでいる。 



 

 

（２）小・中・特別支援学校における学校徴収

金事務の検査・確認を適正に行うべきも

の（教育委員会：小・中・特別支援学校） 

学校徴収金要綱によると、会計年度  

末、保護者等代表が「本監査」を行うこと

とされている。 

また、学校徴収金マニュアルによると、

校長は、年度末に「学校徴収金事務検査報

告書」及び「学校支出（口座）一覧表」を

作成し、教育委員会事務局に提出するこ

ととされている。 

しかしながら、①保護者代表による「本

監査」の報告に記載された年度末収支、②

学校が作成し教育委員会事務局に提出さ

れた「学校支出（口座）一覧表」に記載さ

れた年度末収支及び残高並びに③預金通

帳に記録された年度末残高の金額が整合

していない事例が多数見受けられた。こ

の原因として、保護者による「本監査」及

び教育委員会事務局への報告書等の提出

が会計年度終了前に行われていること

や、校内で行う校長・教頭による確認内容

が不明確であることが挙げられる。 

学校においては、学校徴収金要綱・マニ

ュアルに基づき、事務職員、教頭及び校長

による検査並びに教育委員会事務局に提

出する報告書等の作成及び確認を適切に

行われたい。 

教育委員会事務局においては、学校徴

収金の検査及び監査が適切に行われるよ

う、検査及び監査の実施方法について見

直しを行い、必要に応じて学校徴収金要

綱・マニュアルの改正を行って学校に周

知するととともに、教育委員会事務局に

提出された報告書等をもとに確認を行う

等、チェック体制の充実を図られたい。 

 

 

 

 

小・中・特別支援学校における学校徴収金

事務の検査・確認については、令和４年４月

１日付けで学校徴収金要綱・マニュアルを改

正し、学事課長から各学校長に対して、改正

後の要綱・マニュアルに基づき、検査・確認

を適正に行うよう通知を行い、所属職員に対

し周知徹底し、以後、適正な運用を行ってい

る。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）小・中・特別支援学校における学校徴 

収金の保護者に対する会計報告を適切に

行うべきもの（教育委員会：小・中・特別

支援学校） 

   学校徴収金要綱によると、校長は、本  

監査終了後、保護者等へ会計報告を行う

 

 

 

 

小・中・特別支援学校における学校徴収金

の保護者に対する会計報告については、必要



 

 

ものとするとされている。 

また、学校徴収金マニュアルによると、

会計報告書には収支金額のほか、支出の

内容を詳細に記入することとされてい

る。 

しかしながら、会計報告書を確認した

ところ、一人当たりの金額を記載するの

みで全体の金額を報告していない事例

や、支出の明細を明らかにしない事例が

散見された。 

会計報告は、保護者等が、負担した学校

徴収金の使途等を確認できる唯一の機会

であることから、学校においては必要な

情報を提供するよう、適切に会計報告を

行われたい。 

教育委員会事務局においては、学校に

対する指導を行われたい。 

 

な情報を記載した書式に統一し、学事課長か

ら各学校長に対して通知を行い、令和４年４

月１日から適正な運用を行っている。 

（４）高等学校の私費会計にかかる要綱、マ

ニュアル等を整備すべきもの（教育委員

会） 

高等学校においては、保護者等からの

副教材費、学年積立金、保護者等団体会費

等の公費以外の経費（以下「私費」とい

う。）徴収、支出等の会計事務を処理して

いるが、今回の監査において、関係書類の

調査を行ったところ、以下のような問題

点が見受けられた。 

① 会計事務担当者以外による帳簿と通

帳残高の照合等の検査の記録が残っ

ていない。 

② 事務処理の各段階における権限・責任

の所在について、規定が設けられていな

い。 

③ 公費と私費の負担区分にかかる判断

が、各校において異なっているもの

があった。 

④ 公費や教職員個人による負担がより

適切と思われる経費（団体負担金や

教職員の研修に係る経費等）が、保護

者等団体会計から支出されている事

例が見受けられた。 

このことについて、教育委員会事務局

 

 

 

高等学校における私費会計の適正な事務

執行を担保するための要綱、マニュアル等の

整備については、千葉市立高等学校私費会計

取扱要綱及び千葉市立高等学校私費会計取

扱マニュアルを令和５年３月３１日に制定

し、当該要綱・マニュアルに基づき適切に運

用している。 

 

 



 

 

に聞き取りを行ったところ、高等学校に

おける私費会計の事務執行の基準となる

要綱、マニュアル等は存在しないとのこ

とであった。 

教育委員会事務局においては、私費会

計の適正な事務執行を担保するため、要

綱、マニュアル等を整備されたい。 

 

（５）高等学校における寄附採納の手続を適

正に行うべきもの（教育委員会：高等学

校） 

「学校関係団体が実施する事業に係る

兼業兼職等の取扱い及び学校における会

計処理の適正化についての留意事項等に

ついて」（平成２４年５月９日付け２４文

科初第１８７号文部科学省初等中等教育

局長通知）によると、保護者等団体から学

校に対して自発的な寄附（金銭・物件）を

行うことは禁止されていないが、その受

納に当たっては、当該学校の設置者であ

る地方公共団体が定める関係規程等に従

い、会計上の適正な手続を経ることとさ

れている。 

しかしながら、高等学校においては、保

護者等団体から支援を受けて整備した備

品等があるにもかかわらず、寄附採納及

び備品登録の手続が行われていなかっ

た。 

備品等の寄附を受けるに当たっては、

物品会計規則等に基づき適正な手続を行

われたい。 

 

 

 

 

保護者等団体から寄附の申し出があった

場合については、物品会計規則に基づき、適

正に寄附採納及び備品登録の手続を行って

いる。 

 

  



 

 

報告書番号 ３監査報告第１１号 

監査の種類 事務事業定期監査（行政監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（２）指摘 

  イ 区役所における文書主管課としての

業務を適正に行うべきもの（若葉区役

所） 

（ア）事案及び問題点 

若葉区役所地域振興課においては、

完結した文書の引継依頼等、文書主管

課として行うべき区内各課への周知

や書類の提出依頼の一部が行われて

いなかった。 

（イ）指摘 

若葉区役所における文書主管課と

して、区内の各課に対し、千葉市公文

書取扱規程に定められた必要な手続

を行うよう周知・依頼するなどして、

区役所における文書管理が適正に行

われるよう必要な措置を講じられた

い。 

 

 

 

 

 

若葉区役所における文書管理については、

若葉区役所総務課から各所属長に対し、令和

５年５月２２日付けで、完結した文書の引継

等について周知・依頼した。また、書庫での

管理状況を一覧化した台帳を作成するなど

して、千葉市公文書取扱規程等に基づく適正

な文書管理を行っている。 

 

  



 

 

報告書番号 ４監査報告第９号 

監査の種類 事務事業定期監査（行政監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（２）指摘等 

  ア 公有財産台帳への記載を適正に行

うべきもの（建設局） 

  （ア）事案及び問題点 

     建設局の公有財産台帳について、

自転車駐車場に係る記載内容を調

査したところ、登録漏れ、登録誤り

（重複登録等）、削除漏れ等が散見

された。 

  （イ）指摘 

     公有財産台帳への記載は、規則等

に基づき、適正に行われたい。 

 

 

 

 

 公有財産台帳への記載については、令和４

年１２月１３日付けで、建設局長から各所属

長に対して適切に事務を執り行うよう通知

するとともに、規則等に基づく所定の手続き

を行い、令和５年１０月３日付けで、公有財

産台帳の修正を完了した。 

 

  


